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第四次

◎
平
成
19
年
度
の
実
績
を
報
告
し
ま
す

OMURA  C I TYOMURA  C I TY

OMURA  C I TY  a d m i n i s t r a t i v e  r e f o r m

・
坂
口
浄
水
場
等
運
転
管
理
の
民
間

委
託

・
廃
棄
物
収
集
・
焼
却
炉
の
民
間
委
託

・
係
長
級
職
員
に
対
す
る
管
理
職
手

当
の
廃
止

・
給
与
の
削
減
な
ど
　

ほ
か

平
成
19
年
度
中
に
取
組
を

開
始
し
た
主
な
改
善
改
革
策

■
問
い
合
わ
せ
　

 

企
画
政
策
課（
内
線
２
２
２
）

平成19年度の目標効果額と実績額
行政改革の課題

合　計

①行政の担うべき役割の重点化

②自律性・自主性の高い財政運営の確保

③効率的な行政システムの実現

④人件費の総量抑制

⑤重点課題への対応

⑥市議会

-2億5,388

4億9,296

730

-8億4,022

-5,478

1,945

-6億2,918

2億 680

9億 698

5,223

-8億4,603

-5,798

1,944

2億8,144

実績額目標効果額

単位：万円

（注）上記表中、マイナスの金額は、行政改革実施に伴う経費の増額を示しています。

　

第
四
次
行
政
改
革
で
は
、民
間
委
託
の

推
進
や
人
件
費
の
削
減
な
ど
１
４
２
項
目

の
取
組
を
予
定
し
て
お
り
、平
成
19
年
度

に
取
組
を
開
始
し
た
52
項
目
を
含
め
、現

在
１
３
８
項
目
に
つ
い
て
実
施
中
で
あ
り
、

実
施
率
は
97
％
で
す
。

　

行
政
改
革
に
よ
る
効
果
を
示
す
た
め
、

各
取
組
に
は
目
標
効
果
額
を
設
定
し
て

お
り
、そ
の
総
額
は
54
億
９
，０
６
７
万
円

で
す
。

　

平
成
19
年
度
は
、市
民
病
院
の
不
良
債

務
解
消
に
経
費
を
要
す
る
な
ど
新
た
な

財
政
負
担
の
発
生
を
踏
ま
え
、目
標
効
果

額
は
マ
イ
ナ
ス
６
億
２
，９
１
８
万
円
を
予

定
し
て
い
ま
し
た
が
、財
源
の
変
更
や
市
民

税
な
ど
の
収
納
率
の
向
上
、介
護
保
険
、

自
立
支
援
な
ど
社
会
保
障
に
係
る
給
付

適
正
化
の
取
組
に
お
い
て
目
標
を
上
回
る

実
績
を
上
げ
た
こ
と
か
ら
、実
績
は
当
初

計
画
の
マ
イ
ナ
ス
か
ら
プ
ラ
ス
に
転
じ
、２
億

８
，１
４
４
万
円
を
達
成
し
ま
し
た
。

　

こ
の
よ
う
に
、初
年
度
に
引
き
続
き
順

調
に
取
組
を
実
施
し
た
結
果
、２
年
連
続

で
目
標
を
上
回
り
、総
額
54
億
９
，０
６
７

万
円
の
目
標
に
対
し
、こ
の
２
年
間
で
13

億
２
，８
３
０
万
円
の
効
果
額
を
達
成
し

て
い
ま
す
。

　

今
後
も
第
四
次
行
革
の
成
果
が
市
の

財
政
健
全
化
に
与
え
る
影
響
を
踏
ま
え
、

計
画
の
着
実
な
実
施
に
向
け
て
、職
員
一
丸

と
な
っ
て
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

※
実
績
報
告
書
は
、各
住
民
セ
ン
タ
ー
に

配
置
し
て
い
る
ほ
か
、市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
も

ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
。

　

市
は
、今
日
の
厳
し
い
財
政
状
況
の

中
で
、こ
れ
ま
で
以
上
に
踏
み
込
ん
だ
行

政
改
革
に
取
り
組
み
、簡
素
で
効
率
的

な
行
政
シ
ス
テ
ム
を
確
立
す
る
た
め
、

平
成
18
年
度
か
ら
22
年
度
ま
で
の
５
か

年
間
に
わ
た
っ
て
、第
四
次
行
政
改
革
に

取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　

平
成
19
年
度
の
実
績
の
概
要
に
つ
い

て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

予
定
す
る
取
組
の
97
％
を

実
施
中

効
果
額
は
２
億
８
，１
４
４
万
円

を
達
成

今
後
の
取
組
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交通政策課は10月から本庁別館2階に移転しました

路線バス利用実態調査・
アンケート調査を実施しました
　市民の皆さんに親しまれている路線バスは、マイカーの普及などにより利用者が
減少し、大部分が赤字路線となっています。市では、バス路線を維持するために、毎年
赤字分を補助していますが、その補助額は年々増加しています。
　この度、地域の実情に見合ったバス路線の見直しに関する基礎資料として、市民の皆さん
の利用実態やご意向などを伺うための「バス利用実態調査」と「市民アンケート調査」を実施し
ました。その結果をご報告します。
　市ではこの調査結果を踏まえて、効率的、効果的な路線の見直しを行ってまいります。

「バス利用実態調査」の概要

「市民アンケート調査」の概要

●実 施 日 7月3日（木）、7月6日（日）
●調査対象 市内を運行する路線
 平日：11路線・159便
 休日：11路線・144便
●実施方法 バスに調査員が乗り込み、
 乗降客数、利用目的などを
 お尋ねしました。

●実 施 日 7月下旬～8月上旬
●調査対象 市内3,000世帯の15歳以上の男女
●回 収 率 39.3％（1,178世帯）

●買物（33.6％）
●通院（23.4％）
●公共施設の利用（11.7％）

総利用者数

1便あたりの利用者数

性別

7月3日（木）
2,607人

  約16人

男 性：28　女 性：72

学 生：28　一 般：53
高齢者：19
通 勤：22　通 学：27
通 院：14　買 物：12
　　　　　　　 など

7月6日（日）
1,298人

   約9人

男 性:31　女 性:69

学 生：10　一 般：70
高齢者：20
通 勤：15　通 学： 4
通 院： 2　買 物：31
　　　　　　　 など

年代

目的

利
用
者
の
特
性
（％）

Q バスの利用頻度は？

Q 改善してほしいところは？（利用者のみ回答）

Q バスの利用目的は？
●補助金削減を優先すべき（36.1％）
●利便性の向上を優先すべき（20.3％）
●すべて今のままでよい（15.6％）

Q 今後の路線バスのあり方は？

※市民アンケート調査結果の詳細につきましては、市のホームページでお知らせしています。

問い合わせ　交通政策課（内線154）

1年間利用なし
67.6％

年に数回
14.3％

月に1・2回
8.8％

週に1～3回
4.6％

30％ 28.4%

25%

15.8%
14.4%13.9%13.4%12.8%

11.5%
10%

5.8%
4.3%

2.7%
5.2%

25％

20％

15％

10％

5％

休日以外の平日　0.6％ほぼ毎日　1.0％

回答なし
3.1％

朝
夕
の
本
数
増

日
中
の
本
数
増

特
に
な
い

設
備
・
時
刻
表
な
ど
の
充
実

最
終
便
を
遅
く

料
金
を
安
く

新
ル
ー
ト
の
設
置

バ
ス
停
の
設
置

乗
り
継
ぎ
時
間
の
短
縮

バ
ス
内
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化

バ
ス
の
渋
滞
対
策

始
発
を
早
め
る

そ
の
他

﹇
調
査
結
果
﹈

（利用者のみ回答）
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